安倍政権の発足にあたって（談話）

2006年9月26日　

「軍事費を削って、くらしと福祉・教育の充実を」

国民大運動実行委員会

事務局長　今井文夫

本日、安倍政権が誕生した。

　安倍晋三氏は、政権公約の筆頭に改憲を掲げ5年をめどに改憲を進め、国会の2/3のコンセンサスが得られれば前倒しもありうると言明しており、改憲に向けた動きが一段と強まることが予想される。

　教育基本法についても「占領時代の残滓」として敵視し、臨時国会の最重点法案として改悪法案の成立をねらっている。

構造改革については、「再チャレンジ」をかかげて国民の批判をかわすジェスチャーを示しているが、アメリカと財界の要求にこたえ、成長路線を掲げるとともに、小泉改革の継承をうたい、骨太方針2006に従い、内閣機能を強化して国民に一層の痛みと格差の拡大を押しつけるものとなっている。

安倍氏は、これまで、侵略戦争を美化し、次期政権への靖国神社参拝の要求、慰安婦問題や歴史教科書問題でも反動的役割を発揮するなど、超タカ派の人物である。しかし、そのことは内外で矛盾を激化させることも必至であり、最大のアキレス腱ともなるものである。政権誕生前では異例なことであるが、海外のメディアが次々と危険性を指摘し、国内のメディアも政権の不安を指摘している。

小泉構造改革によって、大企業が3年連続で史上最高益を更新し、富裕層が一層豊かになるとともに、社会の格差が急速に拡大し国民の生活困窮が広がり、批判も強まっている。この間の一連の選挙で自民党系候補が敗北する要因となっている。今後、安倍政権下で、社会保障の改悪や増税などで、国民との矛盾が激化することもまた必至である。

安倍政権のもとで、憲法を守り生かす平和･中立の日本の道か、アメリカとともに海外で戦争する国になる道か、国民のいのちと暮らしを守る政治への転換か、アメリカと日本の大企業の一層の利益を保障する政治か、対決軸がより一層鮮明にならざるを得ず、国民的規模のたたかいの発展が求められている。

直面する第165臨時国会において、安倍政権との全面的な対決のたたかいとして、教育基本法改悪法案、改憲手続き法案などの悪法を全力で阻止することが求められている。すでに全国で続々と大規模集会が開催され、国民的共同が大きく広がり、国民の関心も高まってきている。
国民大運動実行委員会は、この秋のたたかいが極めて重要となっているもとで、国民諸階層との共同を全国各地で広げ、10・14大集会の成功をめざす取り組みをはじめ悪法阻止と要求の実現に向けて全力で奮闘するものである。
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